
令和７ 年度からの新制度に関する情報について

① 「 みどり 加算」 の追加

② 活動メ ニューの拡充と 新たな加算措置

③ そのほかの制度改正

※国の予算概算要求時点の説明（ １ ０ 月） に基づく 情報提供になり ます。
そのため、 今後制度内容が変更される可能性があり ます。
国制度概要の確定は１ 月ごろを想定しています。
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令和７ 年度予算概算要求資料（ 国）
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令和７ 年度制度改正による追加項目

「 みどり 加算」

「 環境保全型農業直接支払交付金」 の取組の一部が、 多面的機能支払交付金
（ まるごと ） に移行されます。

・ 長期中干
・ 冬季湛水（ ふゆみずたんぼ）
・ 江の設置（ 水田ビオト ープ）

※交付を受けるための詳しい要件については調整中です。

○「 まるごと 」 の活動組織が地域ぐるみでこれらの活動に取り 組む場合、
取り 組みを行う 面積に応じて交付金を受けられます。

○今まで「 環境保全型農業直接支払」 でこれらの取組を行っていた団体、
農業者も 、 引き続き交付を受けるこ と ができる予定です。

○取組するかどう かは活動組織の任意です。

○要件（ 暫定）
・ 環境こだわり 農産物の認証を受けた
ほ場で実施しているこ と 。
（ 農薬５ 割減）

以下の取組が移行される予定です。
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「 多面的機能のさ らなる増進に向けた活動への支援」

資源向上活動（ 共同） の「 多面的機能の増進を図る活動」 にメ ニューが追加されます。
新し く 追加されたメ ニューに取り 組む場合に加算措置が追加されます。

・ 広域活動組織における活動支援班の設置

・ 水管理を通じた環境負荷低減活動の強化

○「 まるごと 」 の活動組織が地域ぐるみでこれら
の活動に取り 組む場合、 資源向上支払（ 共同） の
単価に追加で交付金を受けられます。

○追加した年度を含む活動期間中に限り 加算が適用されます。

追加されるメ ニュー

300

180

30

○追加されたメ ニューに取組するかどう かは活動組織の任意です。

令和７ 年度制度改正による追加項目

※交付を受けるための詳しい要件については調整中です。
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広域活動組織における活動支援班の設置

○活動支援班と は、 複数の集落で構成される活動
組織（ 広域活動組織） において、 集落をまたいで
共同活動の支援を行う グループです。
（ 草刈、 泥上げ、 補修工事等の直営施工など）

水管理を通じた環境負荷低減活動の強化

○活動組織ぐるみで行う 長期中干、 冬季湛水、 江の設置

「 多面的機能の増進を図る活動」 の追加メ ニューに関する説明

「 まるごと 」 の交付金を用いて以下の活動が行えるよう になり ます。

・ 長期中干： １ ４ 日以上の中干、 1本/1 0 a以上の溝切

・ 冬季湛水： 冬季に２ か月以上の湛水期間を確保するこ と

・ 江の設置： 栽培中湛水状態が保てるビオト ープを1 0 m /1 0 a以上設置するこ と

※みどり 加算と 異なり 、 農薬使用量５ 割減等の要件はない予定です。

※活動の詳しい要件については調整中です。

令和７ 年度制度改正による追加項目

（ 参考） 環境保全型農業直接支払での活動内容
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そのほかの制度改正情報 １

・ ただし、 活動支援班を設置している場合、 直営施工を実施していなく ても交付
単価上限は満額のままです。

・ すでに直営施工を行われている活動組織については特に影響はあり ません。

※詳しい要件については調整中です。

○広域活動組織でも 、 長寿命化の直営施工を実施していない場合、 資源
向上支払（ 長寿命化） の交付単価上限が5 /6 になり ます。

○土地改良区、 農業法人が活動組織の主体と なるこ と ができるよ う になり ます。

・ 条件を満たす土地改良区や担い手農家が直接交付金を受け取り 活動できるよう
になり ます。

認定面積

水土里ビジョ ン（ 仮） 策定範囲

認定面積

土地改良区が主体 農業法人が主体
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そのほかの制度改正情報 ２

事業計画書提出時に取り 組み項目にチェッ ク 、 その後毎回の活動時にチェッ ク内容
に気を付けて活動しても ら う ものです。

例） 悪臭及び害虫の発生防止…草刈り 、 泥上げの際の発生ごみを適切に処理し、
悪臭、 害虫等が発生しないよう に努めてく ださい。

※チェッ ク していただく のは、 活動の際に気を付けていただきたい
上記のよう な基本的な事項のみの予定です。

※詳しい要件については調整中です。

○「 環境負荷低減のク ロスコンプライアンスチェッ ク 」 が追加されます。

○広域活動組織を立ち上げる際の補助が追加されます。 （ 組織の体制強化への支援）

・ 広域活動組織の立ち上げと 同時に「 活動支援班の設置」 を行った場合、 広域活
動組織を立ち上げた年度に限り 、 追加交付があり ます。
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